
記載例（個人用）

☑ Ｆ 納付（納入）計画の計算書

☑
Ｄ 収入状況書（給与・年金・その他）
　　※該当者のみ

☑　給与明細書の写し
☑　年金決定通知書等の写し
　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

☑ E 生活状況書
☑　生活費の支出がわかる書類（通帳の写し・領収書など）
☑　さいたま市税以外の納付すべき金額がわかる書類
　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

☑ Ｂ 財産状況書（財産目録）

☑　保険証券の写し
☑　車検証の写し
☑　返済予定表の写し
　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□
Ｃ 収入状況書（事業等）
　　※該当者のみ

　□　直近３か年分の確定申告書・決算書の写し
　□　取引先との契約書の写し
　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

☑　徴収猶予申請書（様式第22号）　又は　換価の猶予申請書（様式第26号の3）

財産収支状況書
添付書類

※下記に記載のないもので添付が必要な書類については、そ
の他にチェック☑し、その内容を記載して下さい。

☑ Ａ 猶予を受けようとする金額の計算書
☑　預金通帳の写し
　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

提出書類チェック表

財　産　収　支　状　況　書

Ａ 猶予を受けようとする金額の計算書 Ｄ 収入状況書（給与・年金・その他）

Ｂ 財産状況書（財産目録） Ｅ 生活状況書

Ｃ 収入状況書（事業等） Ｆ 納付（納入）計画の計算書

　財産収支状況書は、徴収猶予又は換価の猶予を受けようとする場合に提出が必要と
なりますので、正確に記載してください。また、記載内容を証明する書類の添付が必
要となりますので、併せて提出してください。
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＊災害等により納付困難となった場合の徴収猶予を受けようとする場合は、徴収猶予該当事実があったことにより納税者が支出
し、又は損失を受けた金額が、猶予を認められる限度額となります。

ａ. 納付（納入）すべき金額

納付(納入)すべき徴収金額 ① 800,000
円

ｂ. 現在納付可能資金額の計算

現金及び金融機関/支店/口座種別 納付可能額預貯金等の金額

××支店 定期 80,000

○○銀行 ××支店 普通 20,000

現金 30,000

預
貯
金

A猶予を受けようとする金額の計算書

納税者
（特別徴収義務者）

住（居）所
又は所在地

さいたま市浦和区常盤６－４－４　

氏　　名
又は名称

さいたま　一郎
電話番号 ０４８-８２９-××××

携帯番号 ０８０-××××-××××

１ 猶予を受けようとする金額の計算

徴収猶予又は換価の猶予を受けようとする金額の計算をします。下記の表に従って算出してください。

ｃ. 猶予を受けようとする金額の計算

円

円

円

0

0

80,000現在納付可能資金額 ②

720,000
円

猶予を受けようとする金額

① 800,000

○○銀行

円
③－ ② 80,000

円
＝

納付（納入）すべき徴収金額 現在納付可能資金額

80,000

円

＊換価又は徴収猶予申請書（別紙）の【納付（納入）すべき徴収金のうち換価（又は徴収）の猶予を受けようとする金額】欄へ転記
してください。

納付に充てられない事情

円

円

円

円

円

円

□運転資金　☑生活費　□その他（　　　　　　　　）

□運転資金　☑生活費　□その他（　　　　　　　　）

□運転資金　□生活費　□その他（　　　　　　　　）

□運転資金　□生活費　□その他（　　　　　　　　）

□運転資金　□生活費　□その他（　　　　　　　　）

□運転資金　□生活費　□その他（　　　　　　　　）

□運転資金　□生活費　□その他（　　　　　　　　）

円

円

円

⇩

円

預貯金等の金額のうち納付に充てることができる金額

（納付可能額）を記載してください。
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円

Ｂ財産状況書（財産目録）

２ 預貯金・現金 ※ 　　の　　 の【ｂ. 現在納付可能資金額の計算】に記載済の預貯金口座は記載不要です。

預貯金種別 預貯金残高

円

金融機関名 支店名 預貯金種別 預貯金残高 金融機関名 支店名

ｂ．現在納付可能資金額の計算に記載した預貯金以外には預貯金はありません。

３ 保険契約等

円

円

円

円
現金

財産種類 内容（保険会社名、契約内容など） 解約返戻金額 月額保険料 換金予定年月

生命保険 ○○生命保険相互会社／終身保険 89,000
円

8,000
円

Ｈ２８年　６月

損害保険 ○○農協／積立型火災保険 100,000
円

20,000
円

年　　月

年　　月

　　　換金予定のものについては、　　の　　の【今後１年以内における臨時的な収入の見込金額】に転記してください。

４ 保有株式・国債等

財産種類 内容（銘柄、証券会社名、保有株数など） 現在価格 換金予定年月

円 円

株 ○○株式会社（上場株式　100株）／○○証券会社 200,000
円

Ｈ２８年 ６月

円
年 月

５ 不動産・動産等

財産種類 内容（所在、種類、登録番号など） 現在価格 被担保債務の有無

円
年　　月

　　　換金予定のものについては、　　の　　の【今後１年以内における臨時的な収入の見込金額】に転記してください。

有 ・ 無 年 　月

円
有 ・ 無 年　 月

換金予定年月

不動産
（土地・建物等）

さいたま市浦和区常盤６－４－４（土地） 13,000,000
円

有 ・ 無 年　 月

さいたま市浦和区常盤６－４－４（建物） 2,000,000
円

その他 時計（○○社製） 50,000
円

有 ・ 無 Ｈ２８年 ５月

自動車等 大宮○○○　ぬ　○○ー○○ 100,000
円

有 ・ 無 Ｈ２８年 ９月

　　　換金予定のものについては、　　の　　の【今後１年以内における臨時的な収入の見込金額】に転記してください。

６ 債務の状況

借入先 当初借入金額 債務残額 毎月の返済金額 履行状況 備考

円
不履行 住宅ローン、年２、３回不履行あり。

○○銀行××支店 1,000,000
円

540,000
円

55,000
円

○○銀行××支店 30,000,000
円
18,000,000

円
95,000

契約のとおり履行中 子どもの学費のための教育ローン資金

○○カード 500,000
円

100,000
円

20,000
円
契約のとおり履行中 キャッシング。生活費補填

○○ローン会社 1,000,000
円

500,000
円

30,000
円
契約のとおり履行中 車購入

D 11

D 11

D 11

A 1A 1
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Ｃ収入状況書（事業等）

７ 事業等収入（営業・農業・不動産賃料など）

ａ. 直近１年間の月別収入金額及び支出金額 ｂ. １か月平均の収入及び支出の内訳（見込み）

年月 収入金額 真に事業に必要な支出金額 科目 金額

円

円

収入金額
円

円

円

①

円

円

事業等収入金額（手取り）
（①　－　②）

の の【㋐】欄に転記してください。

合計
円

真に事業に必要な支出の合計

円

真
に
事
業
に
必
要
な
支
出

円

円

ｃ. 売掛先等の詳細

売掛先名称 売掛先所在地 売掛の内容 支払予定金額 支払予定日 入金口座（銀行・支店） 取引の継続性 契約書の有無

有・無 有・無

有・無 有・無

有・無 有・無

ｄ. 買掛先等の詳細

買掛先名称 買掛先所在地 買掛の内容 支払予定金額 支払予定日

有・無 有・無

有・無 有・無

出金口座（銀行・支店） 取引の継続性 契約書の有無

有・無 有・無

有・無 有・無

有・無 有・無

有・無 有・無

有・無 有・無

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

②
円

㋐

F 16
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給与金額(月額)

株式会社□□ さいたま市大宮区○○町○○丁目○○番○○号 毎月１５日

Ｄ収入状況書（給与・年金・その他）

８ 給与収入

支払元（勤務先） 支払元（勤務先）所在地 給与日

☑偶数月　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

９

支払元 受給日 受給月 １か月平均の受給金額

㋑ 180,000
円

の の【㋑】欄に転記してください。

※賞与がある場合は、別途　　の【定期的な収入】欄に記載してください。
給与収入金額合計

厚生労働省年金局 １５日 ☑偶数月　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

○○企業年金連合会 １日

公的年金等収入

□偶数月　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

㋒ 68,000
円

年金収入金額合計

円

賞与 株式会社□□ Ｈ28年 ７月
円

30,000

の の【㋒】欄に転記してください。

10 定期的な収入（賞与・個人年金・株式配当など）

種類 支払元 入金年月 入金額 備考

個人年金 ○○生命保険相互会社 Ｈ29年 2月 個人年金の給付金（年に１回毎年２月給付）

賞与 株式会社□□ Ｈ28年12月
円

円

70,000

200,000

高額療養費支給（７月の手術費分） H２８年１１月

自動車（大宮○○○　ぬ　○○ー○○）売却代金 Ｈ２８年　９月

時計（○○社製）売却代金 Ｈ２８年　５月

○○生命保険相互会社／終身保険解約返戻金 Ｈ２８年　６月

○○株式会社（上場株式　１００株）売却代金 Ｈ２８年　６月

円

円

円

円

年　 月

年　 月
円

円

円

円

円

180,000

円

円

63,000

5,000

　　　の　　の【臨時収入】欄に、同じ月ごとに合計し、1,000円未満の金額を切り捨てて転記してください。

円

　　　　　の　　の【定期収入】欄に、同じ月ごとに合計して転記してください。

11 今後１年以内における臨時的な収入の見込金額

内容 入金（換金）予定年月 金額

年　 月
円

89,000

200,000

100,000

50,000

67,570

F 16

F 16

F 17

10

F 17
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13 の の【㋓】欄に転記してください。

円

70,000

50,000

0

子 18 同居・別居 学生
円

円

0

さいたま　花子

さいたま　二郎

さいたま　三郎

さいたま　四子

同居・別居

本人を除く世帯収入月額の合計 ㋓ 120,000

Ｅ生活状況書

12

続柄 年齢 同居・別居の別 職業

子 22 同居・別居 学生

子 25 同居・別居 アルバイト

氏名 収入月額

妻

円

54 同居・別居 パート
円

円

円
通学費、塾代

　住居費(家賃、駐車場代) 10,000
円

駐車場代 医療費 5,000

支出内容 支出金額 使途・名称など 支出内容 支出金額 使途・名称など

円

借入返済（事業用を除く） 145,000
円
カードローン、教育ローン等 教育費 35,000

円

水道光熱費 28,000
円

交際費 20,000
円

子どものおこづかい

食費 60,000
円

保険掛金 28,000

円

新聞代 4,000
円

その他 25,000
円

燃料費、被服費

電話代(ネット代含む) 25,000
円

携帯代、ネット代 養育費

② 113,000
円

支出金額の合計（①＋②） ③ 385,000
円

小計 ① 272,000
円

小計

　　　年　　月

年　　月

14 今後１年以内における臨時的な支出等の見込金額

内容 支出年月 金額

三郎の手術費（９月） Ｈ２８年１１月
円

円

円

90,000

H２８年　５月 ☑さいたま市　□その他 H２８年１１月 ☑さいたま市　□その他
円

円

30,000

24,000

　　　　　の　　の【臨時支出】欄に、同じ月ごとに合計して転記してください。

15 今後１年以内に納付すべきことが見込まれる国税及び地方税等

納付年月 納付先 金額 納付年月 納付先 金額

43,000

73,000H２８年　６月 ☑さいたま市　□その他 H２８年１２月 ☑さいたま市　□その他

☑さいたま市　□その他

　　　　　の　　の【新規納税見込金額】欄に、同じ月ごとに合計して転記してください。

65,000

73,000

円

円

円

円
H２８年１０月 ☑さいたま市　□その他

H２８年　９月 ☑さいたま市　☑その他 　　　年 月 □さいたま市　□その他

生計を一にする親族（同一生計親族）等の収入状況

生活費の支出状況（１か月あたり）

　　　さいたま市の市税等以外の滞納税に対する納付予定の有無 ⇒ □ 有　・　☑ 無

H２８年　８月 ☑さいたま市　□その他 H２９年　２月 ☑さいたま市　□その他

円

円

円

円

円

円
年　　月 □さいたま市　□その他

79,000

65,000

192,000

65,000

H２８年　７月 ☑さいたま市　□その他 H２９年　１月

F 16

F 17

F 17
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Ｆ納付（納入）計画の計算書

16 納付可能基準額の計算

区分 金額
納付可能額の計算

年金収入金額合計 ㋒ 68,000
円

収
入
等

事業等収入金額（手取り） ㋐
円

給与収入金額合計 ㋑ 180,000
円

収入等合計
（㋐＋㋑＋㋒）

① 248,000
円

180,000
同一生計親族分

45,000円×（ ）人4生
活
費 （①－（②＋③））×２０％ ④

⑤

滞納者本人分 ② 100,000 円

③

0

円

円

280,000

円

円

17 分割納付金額の計算

生
活
保
障
費
予
備
費

年月
納付可能基準額 定期収入 臨時収入

小計（②＋③＋④）

生活費合計（ ⑤－㋓　）
※本人が負担すべき生活費

⑥

㋓ 120,000本人を除く世帯収入月額の合計

円

納付可能基準額
（⑦　－　⑧）

⑨ 88,000
円

の【納付可能基準額】欄に、1,000円未満の金額を切り捨てて転記してください。

⑧ 160,000160,000
円

H２８年　５月 - - ＝
円円 円円88,000 円50,000

289,000

円

円

円-

＋ ＋

＝

臨時支出 新規納税見込金額
分割納付金額

円

円円円

円

- ＝

108,000

353,000

39,000

23,000

H２８年　７月

＋ ＋
円

円

円

円

H２８年　６月 88,000

88,000 ＋ ＋30,000

-

円H２８年　８月 88,000

88,000 ＋ ＋ 100,000

＋

H２８年　９月

＋

円

円

円

円
＋

＋

円 円200,000 ＋ - -

- -

円

円

- - 円

円

円

円

円

- -

-

円

円

円

- -

円

円 円

円

円 円

円

円

円

円

円

円
＝

＝- - 円

円

円23,000＋
円 - 円 - 65,000 円

67,000

円

H２８年１２月

22,000

85,000＝

0

円 23,000

H２８年１１月

＋H２８年１０月 88,000

88,000 円

円

円
＋ -

円

　　年　　月

　　年　　月

円

70,000

＋

＋

H２９年　１月

＋
円

円H２９年　２月 ＋

88,000

88,000

88,000

円

円

＝

円

-

残額+延滞金

円

円

＝

＝

＋

＋

79,000

65,000

188,000

- - 円

＝

＝

＝

分割納付金額は、換価又は徴収猶予申請書（別紙）の【納付（納入）計画】欄への参考とする数値です。

⑦

本人の収入等合計金額
（㋐＋㋑＋㋒）

248,000
円

⇩

円

円

30,000

24,000

円

円
＋

円

＋

65,000

43,000

73,000

73,000

90,000
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